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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期
第１四半期
連結累計期間

第31期
第１四半期
連結累計期間

第30期

会計期間
自2017年11月１日
至2018年１月31日

自2018年11月１日
至2019年１月31日

自2017年11月１日
至2018年10月31日

売上高 （千円） 8,294,614 8,779,274 38,940,140

経常利益又は経常損失（△） （千円） △225,593 △332,416 2,890,833

親会社株主に帰属する四半期純損

失(△)又は親会社株主に帰属する

当期純利益

（千円） △163,367 △242,776 2,078,791

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △213,911 △265,312 1,944,768

純資産額 （千円） 8,890,963 12,219,252 12,621,043

総資産額 （千円） 28,708,461 32,001,621 29,933,443

１株当たり四半期純損失金額（△)

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △36.97 △51.34 462.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 439.60

自己資本比率 （％） 31.0 38.2 42.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失金額であるため、記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な雇用・所得環境を背景に個人消費は底堅く推移し、

また企業業績においても回復の兆しが見えていたものの、年末にかけて日経平均株価が低調に推移するなど、一

時の力強さを欠く状況となりました。また、米中の貿易摩擦の激化など国際問題による国内経済への影響懸念等

もあり、先行きへの不透明感を払拭できない状況で推移いたしました。

　このような経営環境のもと、当社グループの学生マンション事業において、2019年２月１日運営開始予定とし

て、三井不動産レジデンシャル株式会社との初の取り組みとなる食事付き学生マンション『Ｃａｍｐｕｓ ｔｅｒ

ｒａｃｅ Ｓｅｎｋａｗａ（キャンパステラスセンカワ）』を東京都豊島区にて計画、また、同日運営開始予定と

して、佐賀県では当社グループ初の総合プロデュースとなる食事付き学生マンション『学生会館 ユニハーモニー

佐大前』を佐賀県佐賀市にて計画しました。さらに、2019年３月20日運営開始予定として、東京建物株式会社と

取り組む食事付き学生マンション『ＣＲＥＡＲ ＰＡＬＥＴＴＥ梶ヶ谷（クレアパレットカジガヤ）』を神奈川県

川崎市にて計画しました。自社物件開発については、2019年３月15日運営開始予定として、京都府京都市にて

『学生会館Ｕｎｉ Ｅ'ｍｅａｌ京都高野（ガクセイカイカン ユニエミールキョウトタカノ）』を計画しており、

今春の最需要時期に向けた下準備を着々と進めてまいりました。

　高齢者住宅事業では、2018年12月20日に福祉用具貸与事業拡大を目的として、株式会社フレンド・ケアシステ

ム（大阪府吹田市）の全株式を取得する株式譲渡契約を締結し、事業方針である「地域に根差した存在」となる

べく運営環境の強化に努めました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における連結売上高は8,779百万円（前年同期比5.8％増）、経常損失

は332百万円（前年同期は経常損失225百万円）となり、親会社株主に帰属する四半期純損失は242百万円（前年同

期は親会社株主に帰属する四半期純損失163百万円）となったものの、例年、第１四半期連結累計期間においては

最需要時期へ向けた準備期間として損失計上を見込んでおり、当第１四半期連結累計期間では前年同期に比べ利

益面では低調に推移しておりますが、中期経営計画に基づく戦略的投資の観点から当初の計画通りに進捗してお

ります。

　なお、当社グループの主力事業である不動産賃貸管理事業において、賃貸入居需要の繁忙期である第２四半期

連結会計期間に新規契約数が増加することから、業績は季節的に変動し、売上高は上期、特に第２四半期連結会

計期間の割合が大きく、営業利益につきましても第２四半期連結会計期間に偏在する傾向があります。

セグメントごとの経営成績の概況は次のとおりであります。

① 不動産賃貸管理事業

前連結会計年度における物件管理戸数の増加による家賃収入、各種不動産賃貸関連サービス収入は概ね計画

通りに進捗いたしました。一方、費用面において、当第１四半期連結累計期間では人員数の増加に加え、基幹

システム刷新に係る並行稼働の影響から一時的に業務負荷も増加し、人件費が増加いたしました。その結果、

売上高8,145百万円（前年同期比5.2％増）、セグメント損失73百万円（前年同期はセグメント利益51百万円）

となりました。

② 高齢者住宅事業

前連結会計年度に実施した事業譲受や前述の株式譲渡契約の締結等、事業規模の拡大に注力するとともに既

存拠点における人員体制強化等、組織力強化にも取り組んでまいりました。その結果、売上高520百万円（前

年同期比15.7％増）、セグメント利益12百万円（前年同期比80.2％減）となりました。

③ その他

当第１四半期連結累計期間におきましては、主力事業の後方支援として、引き続き学生向けの企業説明会や

就職セミナー情報の提供を通じた各種学生支援サービスの提供と、外国人留学生向けの日本語学校の運営によ

る教育事業等を進めてまいりました。その結果、売上高113百万円（前年同期比13.6％増）、セグメント損失4

百万円（前年同期はセグメント損失5百万円）となりました。
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（2）財政状態に関する分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は32,001百万円となり、前連結会計年度末の29,933百万円から2,068百

万円の増加（前期末比6.9％増）となりました。

① 流動資産

流動資産につきましては、11,093百万円となり、前連結会計年度末の9,434百万円から1,659百万円の増加

（前期末比17.6％増）となりました。これは、主として現金及び預金が1,547百万円増加したことによるも

のであります。

② 固定資産

固定資産につきましては、20,907百万円となり、前連結会計年度末の20,499百万円から408百万円の増加

（前期末比2.0％増）となりました。これは、主として有形固定資産が367百万円増加したことによるもので

あります。

③ 流動負債

流動負債につきましては、9,314百万円となり、前連結会計年度末の6,599百万円から2,714百万円の増加

（前期末比41.1％増）となりました。これは、主として前受金及び営業預り金の増加3,633百万円、未払法

人税等の減少514百万円によるものであります。

④ 固定負債

固定負債につきましては、10,468百万円となり、前連結会計年度末の10,712百万円から244百万円の減少

（前期末比2.3％減）となりました。これは、主として長期借入金が203百万円減少したことによるものであ

ります。

⑤ 純資産

純資産につきましては、12,219百万円となり、前連結会計年度末の12,621百万円から401百万円の減少

（前期末比3.2％減）となりました。これは、主として利益剰余金が430百万円減少したことによるものであ

ります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,148,000

計 16,148,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年３月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,761,000 4,761,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 4,761,000 4,761,000 － －

(注）「提出日現在発行数」欄には、2019年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により
発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2018年11月１日～

2019年１月31日

（注）

39,700 4,761,000 25,805 2,538,419 25,805 2,418,419

（注）新株予約権の行使による増加であります。

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2019年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　19,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　4,700,800 47,008

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。な
お、単元株式数は100株で
あります。

単元未満株式
普通株式 　　　1,400

 
－ －

発行済株式総数 4,721,300 － －

総株主の議決権 － 47,008 －

 

②【自己株式等】

2019年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ジェイ・エス・ビー

京都市下京区因幡堂

町655番地
19,100 － 19,100 0.40

計 － 19,100 － 19,100 0.40

 

２【役員の状況】

　　　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年11月１日から2019

年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年11月１日から2019年１月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,188,820 9,736,413

営業未収入金 585,620 532,715

たな卸資産 127,285 172,176

その他 533,928 654,371

貸倒引当金 △1,381 △1,841

流動資産合計 9,434,274 11,093,836

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,622,299 9,502,636

土地 5,239,108 5,499,106

その他（純額） 1,113,970 1,341,606

有形固定資産合計 15,975,378 16,343,349

無形固定資産 679,739 661,579

投資その他の資産   

敷金及び保証金 2,478,295 2,470,257

繰延税金資産 342,616 452,485

その他 1,145,750 1,100,328

貸倒引当金 △122,611 △120,215

投資その他の資産合計 3,844,051 3,902,856

固定資産合計 20,499,168 20,907,784

資産合計 29,933,443 32,001,621

負債の部   

流動負債   

営業未払金 352,578 337,734

短期借入金 66,000 66,000

1年内償還予定の社債 61,440 61,440

1年内返済予定の長期借入金 790,225 742,891

未払法人税等 514,242 －

前受金及び営業預り金 3,452,350 7,085,956

前受収益 605,837 324,143

賞与引当金 223,543 115,254

その他 533,773 580,696

流動負債合計 6,599,990 9,314,116

固定負債   

社債 121,360 121,360

長期借入金 8,149,615 7,946,542

長期預り敷金保証金 2,129,174 2,082,463

退職給付に係る負債 217,012 222,341

資産除去債務 37,164 37,193

その他 58,082 58,350

固定負債合計 10,712,409 10,468,251

負債合計 17,312,399 19,782,368
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年１月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,512,614 2,538,419

資本剰余金 2,392,614 2,418,419

利益剰余金 7,525,067 7,094,203

自己株式 △21,702 △21,702

株主資本合計 12,408,595 12,029,341

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 239,625 216,755

繰延ヘッジ損益 △4,090 △6,222

退職給付に係る調整累計額 △24,244 △21,777

その他の包括利益累計額合計 211,291 188,754

新株予約権 1,157 1,157

純資産合計 12,621,043 12,219,252

負債純資産合計 29,933,443 32,001,621
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2017年11月１日
　至　2018年１月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年11月１日
　至　2019年１月31日)

売上高 8,294,614 8,779,274

売上原価 7,836,918 8,395,862

売上総利益 457,695 383,411

販売費及び一般管理費 659,776 700,643

営業損失（△） △202,080 △317,231

営業外収益   

受取利息及び配当金 598 863

受取手数料 2,130 2,130

受取保険金 61 4,171

貸倒引当金戻入額 2,925 2,396

その他 3,446 2,500

営業外収益合計 9,162 12,062

営業外費用   

支払利息 31,231 26,463

資金調達費用 643 370

その他 800 413

営業外費用合計 32,674 27,247

経常損失（△） △225,593 △332,416

特別損失   

固定資産除却損 1,781 54

ゴルフ会員権売却損 － 894

特別損失合計 1,781 948

税金等調整前四半期純損失（△） △227,375 △333,365

法人税、住民税及び事業税 8,547 8,667

法人税等調整額 △72,554 △99,256

法人税等合計 △64,007 △90,588

四半期純損失（△） △163,367 △242,776

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △163,367 △242,776
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2017年11月１日
　至　2018年１月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年11月１日
　至　2019年１月31日)

四半期純損失（△） △163,367 △242,776

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △51,447 △22,870

繰延ヘッジ損益 681 △2,132

退職給付に係る調整額 220 2,466

その他の包括利益合計 △50,544 △22,536

四半期包括利益 △213,911 △265,312

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △213,911 △265,312

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2017年11月１日　至　2018年１月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　

2018年11月１日　至　2019年１月31日）

売上高の季節的変動

　当社グループの主力事業である不動産賃貸管理事業において、賃貸入居需要の繁忙期である第２四半期連結会

計期間に新規契約件数が増加することから、業績は季節的に変動し、売上高は上期、特に第２四半期連結会計期

間の割合が大きく、営業利益につきましても第２四半期連結会計期間に偏在する傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年11月１日
至 2018年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年11月１日
至 2019年１月31日）

減価償却費 150,552千円 173,375千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年11月１日　至　2018年１月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年12月13日

取締役会
普通株式 163,505 37.00 2017年10月31日 2018年１月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年11月１日　至　2019年１月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年12月13日

取締役会
普通株式 188,087 40.00 2018年10月31日 2019年１月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年11月１日　至　2018年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 

不動産

賃貸管理事業

高齢者

住宅事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 7,745,342 449,840 8,195,182 99,431 8,294,614 － 8,294,614

セグメント間の内部

売上高又は振替高
14,086 － 14,086 2,834 16,921 △16,921 －

計 7,759,428 449,840 8,209,268 102,266 8,311,535 △16,921 8,294,614

セグメント利益又は

損失(△)
51,269 60,964 112,233 △5,515 106,718 △308,798 △202,080

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産販売事業、学生

支援サービス及び日本語学校事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△308,798千円は、各報告セグメントに配分していない

一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年11月１日　至　2019年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 

不動産

賃貸管理事業

高齢者

住宅事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 8,145,804 520,465 8,666,270 113,003 8,779,274 － 8,779,274

セグメント間の内部

売上高又は振替高
15,422 － 15,422 2,481 17,903 △17,903 －

計 8,161,227 520,465 8,681,692 115,484 8,797,177 △17,903 8,779,274

セグメント利益又は

損失(△)
△73,633 12,088 △61,545 △4,048 △65,593 △251,637 △317,231

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産販売事業、学生

支援サービス及び日本語学校事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△251,637千円は、各報告セグメントに配分していない

一般管理費等であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年11月１日
至　2018年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年11月１日
至　2019年１月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △36円97銭 △51円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△163,367 △242,776

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△163,367 △242,776

普通株式の期中平均株式数（株） 4,419,070 4,729,220

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

当社は、2019年２月14日開催の取締役会において、当社の取締役等に対する譲渡制限付株式報酬としての自己

株式の処分を行うことについて決議し、以下のとおり自己株式の処分を実施いたしました。

１．自己株式の処分の概要

（1）処分した株式の種類

当社普通株式

（2）処分した株式の総数

18,900株

（3）処分価額

１株につき4,135円

（4）処分総額

78,151,500円

（5）募集又は処分方法

譲渡制限付株式を割り当てる方法

（6）出資の履行方法

金銭報酬債権の現物出資による

（7）処分先及びその人数並びに処分株式の数

当社の取締役（社外取締役を除く。）５名　16,500株

当社の執行役員　　　　　　　　　　６名　 2,400株

（8）処分期日

2019年３月12日

（9）その他

本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券通知書を提出しております。

２．処分の目的及び理由

当社は、2018年12月13日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締

役」という。）に対し、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様

との一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役に対する新たな報酬制度として、譲渡制限付株式

報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議いたしました。また、2019年１月25日開催の

定時株主総会において、本制度に基づき譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬として、対象取

締役に対して、年額150,000千円以内の金銭報酬債権を支給すること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間とし

て割当てを受けた日から３年間から10年間までの間で当社の取締役会が定める期間とすることにつき、ご承認

をいただいております。

2019年２月14日、取締役会決議により、当社の取締役５名に対し金銭報酬債権合計68,227,500円、執行役員

６名（以下、対象取締役等という。）に対し金銭報酬債権合計9,924,000円（以下「本金銭報酬債権」といい

ます。）を支給し、対象取締役等が本金銭報酬債権の全部を現物出資の方法により給付することにより譲渡制

限付として当社普通株式18,900株を割当てることといたしました。なお、対象取締役等に対する金銭報酬債権

の額は、当社の業績、各対象取締役の職責等諸般の事情を総合的に勘案の上、決定しております。

２【その他】

（剰余金の配当）
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2018年12月13日開催の取締役会において、2018年10月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり剰余金の配当（期末配当）を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　188,087千円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　40円00銭（うち一部指定記念配当４円）

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　2019年１月28日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイ・エス・ビー(E25148)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年３月11日
  

株式会社ジェイ・エス・ビー
 

　取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩淵　貴史　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安田　秀樹　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェ

イ・エス・ビーの2018年11月１日から2019年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年11月１日か

ら2019年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年11月１日から2019年１月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイ・エス・ビー及び連結子会社の2019年１月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイ・エス・ビー(E25148)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

